
諫早市上下水道局公営企業会計システム更新業務 

公募型プロポーザル実施要領 
 

１ 目的 
諫早市上下水道局の会計業務における予算編成、予算執行、決算までの一連

の会計事務に加え、固定資産や企業債等の一元管理などを適切に実施できるこ

とを前提に、各種作業の効率化、伝票情報の検索性、各種帳票の作成機能を向

上し、効率的な会計業務に資することを目的とし 、公営企業会計システムを更

新する事業者を選定する。 

２ 業務概要 
（1） 業務名 

諫早市上下水道局公営企業会計システム更新業務 

（2） 業務場所 

  諫早市東小路町７番１号 外 

（3） 委託業務内容 

別紙「諫早市上下水道局公営企業会計システム更新業務公募型プロポーザル

仕様書」（以下「本仕様書」という。）のとおり 

（4） 事業者の選定方法 

公募型プロポーザル方式 

（5） 提案上限額 

  １９,１７４,０００円（消費税及び地方消費税含む） 

業務委託に係る提案上限額は上記のとおりである。なお、参考見積書の金額

が、業務に要する費用（提案上限額）を超過した場合は失格とする。ただし、

この金額は契約時の予定価格とは異なるものであることに留意すること。 

また、令和９年４月１日以降の運用保守に係る業務については令和９年度に

おいて予算措置の上別途契約するものとする。なお、現行システムからのデー

タ抽出に係る費用は、本契約に含めないものとする。 

この契約は債務負担行為に係る契約であり、各会計年度における限度額は次

のとおりとする。 

・令和７年度      0 円 

・令和８年度 19,174,000 円（消費税及び地方消費税を含む）【債務負担行為】 



（6） 契約期間 

  契約の日から令和９年３月３１日まで 

(7)  事務局（書類提出先、問い合わせ先等） 

ア 担 当 部 署  諫早市上下水道局経営管理課 

         担当：鳥巣 

   イ 所 在 地  〒８５４ʷ８６０１ 

            ⾧崎県諫早市東小路町７番１号 

   ウ 電 話 番 号  ０９５７ʷ２２ʷ１５００（内線 2121） 

   エ ＦＡＸ番号  ０９５７ʷ２４ʷ６８１０ 

   オ 電子メール  keiei_kanri@city.isahaya.nagasaki.jp 

 

３ 参加資格 
  本プロポーザルの参加者は、次に掲げる資格要件を全て満たす者とする。 

（1）令和７年度の諫早市一般競争入札（指名競争）入札参加資格者名簿に業務

委託の業種「電算（ソフトウェア開発）」で登録されていること。 

（2）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規

定に該当しないこと。 

（3）国税及び地方税を滞納していないこと。 

（4）過去に、地方自治体等において、本業務と類似の構築実績及びシステム移

行の実績を有していること。 

（5）情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）または、一般財団法人

日本情報経済社会推進協議会指定のプライバシーマークの認定を受けてお

り、定期的に更新がされていること。 

（6）会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は第６４４条の規定に基

づく清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しく

は第１９条第１項の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成

１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更正手続開始の申立てがな

された者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基

づく再生手続開始の申立てがなされている者（会社再生法又は民事再生法の

規定に基づく更生手続開始又は再生手続開始の決定日以後、更生計画又は再

生計画の認可が決定された者を除く。）でないこと。 

（7）参加申込書の提出期限から受託候補者の選定までの間に、諫早市の競争入

札において指名停止措置を受けていないこと。 

（8）諫早市暴力団排除条例（平成２４年条例第２０号）第２条に規定する暴力

団、暴力団員及び暴力団関係者に該当する者でないこと。 



 

４ スケジュール 
① 公告                 令和７年９月１２日 

② 参加意思表明書提出期限        令和７年１０月３日 

③ 参加資格審査結果通知         令和７年１０月７日 

④ 質問受付締切             令和７年１０月１０日 

⑤ 質問回答期限             令和７年１０月２０日 

⑥ 企画提案書・見積書等の提出期限    令和７年１０月２４日 

⑦ 審査会の実施（プレゼンテーション等） 令和７年１１月５日（予定） 

⑧ 審査結果の通知            令和７年１１月１２日（予定） 

⑨ 契約の締結              令和７年１２月上旬 

 

５ 参加方法 
  本プロポーザルに参加を希望する事業者は以下の方法により参加意思表明

書を提出すること。 

（1）提出書類 

ア 参加表明書の提出 （様式第１号） 

イ 事業者概要調書  （様式第２号） 

ウ 導入実績調書   （様式第３号） 

エ 情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）または、一般財団法

人日本情報経済社会推進協議会指定のプライバシーマークの認定書（写

し可） 

（2）提出部数 

  各１部 

（3）提出期限 

令和７年１０月３日（金） 

※郵送の場合当日の消印有効 



（4）提出場所 

〒854-8601 

諫早市上下水道局 経営管理課 

 ⾧崎県諫早市東小路町 7 番 1 号 

電話： 0957-22-1500（代表） 

（5）提出方法 

持参又は郵送とする。 

※持参する場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後４

時までとする。また、郵送する場合は、事前に諫早市上下水道局経営管理課

に電話連絡を行うこと。 

（6）結果通知 

参加資格の審査結果については、令和７年１０月７日（火）までに参加表明

を行った全ての事業者に対して通知する。 

 

６ 資料配布 
提出資料等の関連様式は諫早市上下水道局のホームページ上で公開する。 

 

７ 質疑 
質疑は次の方法によるものとし、電話や口頭での質問は受け付けない。 

（1）提出書類 

   質問書（様式第８号） 

（2）提出方法 

   電子メールに限る。 

   電子メールアドレス：keiei_kanri@city.isahaya.nagasaki.jp 

   ※件名は次のとおりとすること。 

     件名：【企業会計プロポーザル_質問】事業者名 

   ※電子メールの到達を電話で確認すること。 

     電話番号：０９５７ʷ２２ʷ１５００（内線２１２１） 

（3）提出期限 

   令和７年１０月１０日（金）午後４時までに送信すること。 

（4）回答 

   令和７年１０月２０日（月）までに、局ホームページにて公表する。 

 

 

 



８ 企画提案書の提出 
プロポーザル参加資格審査結果通知書により、プロポーザルへの参加資格を

有すると認められた事業者は、実施要領及び仕様書に従い、次のとおり企画提

案書等を提出すること。 

（1）提出書類 

ア 企画提案書提出届 （様式第４号） 

イ 企画提案書 （任意様式） 

ウ 提案パッケージシステム （様式第５号） 

エ 機能要件確認書 （様式第６号） 

オ 導入スケジュール （任意様式） 

カ 提案見積書 （様式第７号） 

キ 提案見積内訳書 （任意様式） 

ク 物品明細書 （任意様式） 

ケ 電子ファイルを保存した CD-R 等 

 

（2）提出部数 

・原本（ア～ケ）各１部 

・副本（イ）   ７部 

（3）提出期限 

令和７年１０月２４日（金） 

※郵送の場合当日の消印有効 

（4）提出場所 

〒854-8601 

諫早市上下水道局 経営管理課 

 ⾧崎県諫早市東小路町 7 番 1 号 

電話： 0957-22-1500（代表） 

（5）提出方法 

原則、持参とする。 

※原則、土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後４時までに持

参すること。また、持参することが出来ない時は、事前に諫早市上下水道局

経営管理課へ電話で相談すること。 

（6）その他 

企画提案書等の提出は、１者につき１提案までとする。 

原則として、提出書類（企画提案書等）は返却しない。 

 



９ 審査 

企画提案書、機能要件確認書及び提案見積書については、「諫早市上下水

道局公営企業会計システム更新業務に係る公募型プロポーザル審査・評価要

領（実施要領別添３）」に基づき事務局で審査を行い、プレゼンテーション

については、諫早市上下水道局公営企業会計システム更新業務に係る公募型

プロポーザル提案事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）にて審

査する。運営にあたっては、事務局が補助するものとする。 

（1）プレゼンテーション実施日 

令和７年１１月５日（水）【予定】 

（2）実施時間及び場所 

後日事業者へ通知する。 

（3）プレゼンテーション実施要領 

・説明時間（デモンストレーション含む。）６０分以内、質疑応答１５分

を目安とし、合計７５分以内とする。これとは別に、準備１０分、撤

収５分の時間を設ける。この時間はあくまでも目安であり、変更もあ

り得る。 

・プレゼンテーションの順番は、参加表明書の受付順に実施する。 

・プレゼンテーションによる説明内容は、提案書に記載した内容の範囲

内とする。 

・デモンストレーションにおいては、企画提案書への記載の有無に関わ

らず以下の業務内容について必ず説明すること。 

 ア 予算編成作業（予算要求から査定、予算書作成、配当までの一連

の操作） 

 イ 収入・支出管理（調定、収入消込、支出負担、支払い、金融機関

とのデータ連携） 

 ウ 工事管理（工事台帳管理） 

エ 決算書・決算統計作成 

 オ 企業債管理 

 カ 固定資産管理（固定資産登録、管理台帳） 

・提出された提案書及びプレゼンテーションの内容について、質疑応答

を行う。 

・質疑応答での発言については、提案書と同等の取り扱いとする。 

・プレゼンテーションに出席できる者は５名以内とし、導入作業に係る

業務責任者及び担当技術者を参加させること。 

・プレゼンテーションに使用する機材等について、スクリーンは本局が



準備するが、プロジェクター、パソコン及びその他必要な機材等は事

業者が各自準備すること。 

 

１０ 優先交渉権者の選定 

（1）最終審査 

優先交渉権者の選定は、選定委員会を開催し書類審査とプレゼンテーショ

ンの評価の合計点が最も高い事業者を優先交渉権者として選定する。 

（2）次点交渉権者の選定 

優先交渉権者の参加資格が取消された場合は、次に合計点が高い事業者を

繰り上げるものとする。 

 

１１ 選定結果の通知等 
本プロポーザルの選定結果は、全ての技術提案参加者に書面により通知する

とともに、本市公式ホームページ上で公表する。 

 



１２ 契約締結 
（1）優先交渉権者と本局とで、業務内容、契約金額、契約条件等について協議

及び調整が整ったときに、予算の範囲内で契約を締結するものとする。 

（2）上記により、優先交渉権者と協議及び調整が整わなかったときは、次点交

渉権者と契約に向けた協議及び調整を行い、予算の範囲内で契約を締結する

ものとする。 

 

１３ 参加資格の取消し 
次のいずれかの事由に該当した場合は、参加資格を取消し、提出された提案

書等は無効とする。 

（1）参加表明以降に、本実施要領による参加資格を満たさないこととなった場

合 

（2）提出書類に記載すべき事項が記載されていない、又は記載内容が虚偽であ

った場合 

（3）本実施要領に定める以外の方法で、本プロポーザル期間中に選定委員会委

員又は関係職員に本案件に関する援助を求める等の接触を行った場合 

（4）上記各号に該当するほか、本プロポーザルの中で著しく信義に反するもの

と選定委員会が認めた場合 

 

１４ 留意事項・その他 
（1）提出書類については、選定後においても返却しないものとする。 

（2）提出書類の提出期限後の変更、再提出は認めないものとする。 

（3）提出書類作成等、参加に際して要した費用は、全て事業者の負担とする。 

（4）提出された参加表明書等及び技術提案書等は、選定以外の目的で提出者に

無断で使用しない。 

（5）参加表明以降に辞退する場合は、書面により辞退届（任意様式）を提出す

ること。この場合において、辞退届には、事業者名及び代表者職氏名を記載

し、代表者印を押印すること。 

（6）辞退により、今後、不利益な取扱いを受けることはない。 

（7）参加表明を行った事業者が１者であっても各審査を実施する。なお、評価

点が基準点に満たない場合には優先交渉権者の選定は行わない。 

（8）参加者が、審査及び選定結果についての説明を求める場合は、審査結果を

発送した日の翌日から起算して５日以内に書面を提出すること。ただし、異

議申し立ては認めない。 

（9）優先交渉権者は、提案書の内容を適切に反映した特記仕様書を作成し、本



局と協議した後、必要に応じ内容の追加、変更又は削除等を行い、業務内容

を決定する。 

 

１５ 本実施要領の効力 
本実施要領は、公告の日から適用し、本業務の契約締結をもってその効力を

失うものとする。 

 


